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Ⅳ 耐震研究の地震防災対策への反映 
 
Ⅳ－１ 事前対策 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      劣化住宅の引き倒し試験         制震ダンパーによる耐震補強 
簡便・高精度な耐震診断技術および耐震補強技術の開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   地震時の家具の動的挙動シミュレーション    室内危険度診断ソフトの表示画面 
             室内の安全性向上の実現に関する研究 

10秒後８秒後

６秒後４秒後

10秒後８秒後

６秒後４秒後
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           一般住家に対する耐震補強推進策のメニュー 

耐震補強を推進するための制度・システムの提案に関する研究 

「地震に対する住宅の安全性」に対する買主の関心 

「地震に対する住宅の安全性」に対する売主の関心 

 
 
 

 
「

「地震に対する住宅の安全性」につ

いて住宅購入時に考慮する事項 

 
 

不動産評価への災害リスクの導入 

2 4.1 5 1.3 15 .1

非常に関心

が高い

関心が高い ある程度感

心がある

関心は低い ほとん ど関

心がない

わから ない

ｎ
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5 .7 0. 53. 3

6. 6 34 .7 3 0.8 22 .7

非常に関心

が高い

関心が高い ある程度感

心がある

関心は低い ほとん ど関

心がない

わから ない

ｎ

21 1

2 .8

地域の地震発生の可能性

重視する ある程度考慮する あまり関係ない

ｎ

地域の地盤・活断層の有無 30.5 48.0 21.5 200

住宅の耐震性・丈夫さ 48.8 49.3 209

家具の転倒など住宅内の事故 28.0 69.3 186

延焼・避難など地域の安全性 33.9 64.5 189

7.4 36.2 56.4 188

ステップ１：危険建物
の抽出

WEB型などの簡易な
耐震診断の普及

耐震診断士の育成

自治体による耐震診断
費用への助成

自治体による耐震診断
費用への低利子融資

耐震診断実施の義務付け

耐震診断手法の技術向上

耐震性能評価の実施(既存
住宅性能表示制度）

簡易耐震診断

地域の地震危険度に
関する知識向上

地震ハザードマップや
被害想定の公開

自治体による危険建
物のデータベース化

建物の耐震性能に
関する知識向上

耐震補強技術や事例
のデータベース化

補強効果のシミュ
レーション診断

補強性能に関する
知識の向上悪徳施工業者の排除

耐震診断

自治体による耐震補強
工事費用の助成

自治体による耐震補強
工事への低利子融資

住宅金融公庫の低利子
融資（リフォームローン）

危険建物に対する耐震
補強工事の義務付け

危険建物に対する
利用の制限

低コストの補強技術
の開発

補強の施工基準・検査
体制の整備

補強に伴う住宅ローン減税
（所得税の税額控除）

各種税制の減免

地震保険の保険料率
割引

生命保険・損害保険の
耐震性割引

耐震補強性能の保証

資産活用型耐震補強助成
(リバースモーゲージ)

ステップ２：耐震補強工事に対する合意形成

ステップ３：耐震補強工事の実施

ステップ４：耐震補強工事の終了後

公

民

民

民

民

＜行政と民間
の役割分担＞

耐震診断の相談窓口設置

耐震診断実施のPR

簡易耐震診断士の無料派遣

耐震補強

既存住宅
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Ⅳ－２ 情報伝達 

 
                      
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 放送例文  揺れている最中 
「放送オーデイション番組の作成」 

「防災放送の最適化戦略に関する研究開発」 
 システム構成と活用イメージ 

「安否情報の統合化と社会への発信を目的とした 
ＢＳデジタル放送活用の安否情報提供システムの開発」 
 

 
 
大震災時に防災拠点が情報をやり

とりすべき相手（横浜市での調査

複数回答） 
「ニューメディアを活用した市

民防災情報システムの開発とそ

の有効性評価」 
 

 

(１) 地震です。 

(２)◇◇放送局のスタジオはかなり揺れて

います。 

(３)落ち着いてください。揺れは間もなくお

さまります。  

(４)テーブルや机の下にもぐって様子をみ

ましょう。（就寝時ならば「頭から布団をか

ぶって落ちてくるものや倒れてくるものを

防いでください」） 

(５) 火事が心配です。火を消しましょう。

ガスがついていませんか。ストーブは消しま

したか。 

(６) 車を運転中の方にお願いします。念の

ためスピードを落として下さい。信号が消え

ていたり混乱するようでしたら、道路の左側

に車を止めて様子を見てください。 

(７) 海の近くにいる人は海岸から離れて高

台に逃げるなど、念のため津波に注意してく

ださい。 

(８) 震源地や震度はまだ分かっていませ

ん。新しい情報が入り次第お伝えします。 

(９) ラジオやテレビを切らないでくださ

い。 

(１０)こちらは◇◇放送局です。 

被災者

放送衛星

安否情報提供
ホームページ

ＢＳデジタル放送
対応テレビ
（データ放送
受信機能および
記憶装置付）

放送対象情報選定

データ放送
（インデックス付
安否データの連続
繰り返し放送）

安否情報の登録

安否情報放送
データ作成装置

表示対象
設定

テレビ
リモコン

視聴者

安否状況
放送データ作成

（インデックス付加）

ＢＳ放送装置

リンク/情報交換

リンク/情報交換

企業の安否情報
データベース

行政（自治体）や
学校の安否情報
データベース

公衆電話

携帯電話等

リンク/情報交換

避難所安否情報
データベース

安否情報
データ
ベース

被災者

放送衛星

安否情報提供
ホームページ

ＢＳデジタル放送
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（データ放送
受信機能および
記憶装置付）

放送対象情報選定

データ放送
（インデックス付
安否データの連続
繰り返し放送）

安否情報の登録

安否情報放送
データ作成装置

表示対象
設定

テレビ
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視聴者

安否状況
放送データ作成

（インデックス付加）

ＢＳ放送装置

リンク/情報交換

リンク/情報交換

企業の安否情報
データベース

行政（自治体）や
学校の安否情報
データベース

公衆電話

携帯電話等

リンク/情報交換

避難所安否情報
データベース

安否情報
データ
ベース
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木造建物全壊数の分布の例 
（町丁目単位、想定東京都直下地震） 

  「確率的地震動予測及び地域地盤情報を活用した 
リスクマネージメントシステムの開発」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

応急危険度判定を想定した被害情報のデータ入力画面 
「即時的地震情報を活用した市民のための地震情報収集・提供システムの開発」 
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Ⅳ－３ 復旧・復興 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大震災
発生 

緊 急対応 応急復旧 復興期 準備期 

情報化・少子高齢化などの社会的趨勢を踏まえた 
 

災害救済・復興理念の構築と生活再建政策の総合化

3.3.3 
住宅喪失世帯への

対応 

3.3.4 
被災集合住宅の 
復旧復興 

3.3.5
被災戸建住宅の 
補修支援 
プログラム

3.3.6 
住宅再建支援 
プログラム 

3.3.7 
生活再建政策立案 
プログラムの構築 

3.3.8 
復旧復興 

評価尺度の開発 

3.3.10 
地域経済復興支援 
方策の開発研究 

3.3.11 
復興政策総合評価 

システムの構築 

3.3.2.1
コミュニティの 
自律的被災者救援
システム

3.3.12
避難所計画の 
有効性評価 
システムの開発

3.3.2.2 
災害対応業務の 
評価システム開発

3.3.9 
事前復興計画の立

案・策定システム 

図１ 「3.3 復旧・復興」における平成 15年度研究課題の構成 

図２ 提案された一戸建て型応急住宅 

(b) 構造部材の模型 

(c)試作した応急住宅 
(a) 応急住宅から恒久住宅への移行例 

K 　Dining
　＆Liv.
← ↑

BedR Terrace
4psns

T&Sh
【家族 4人の最低限】

Bcony
Bath
&T St

Main Ch'ren
Bed R Bcony

Clset Clset
Bcony

K 　Dining
St

Liv.R ⇔
WorkR

Guest R 2B
T&W

(１階) (２階) 

【２階建として恒久化】 

K 　Dining

Main Liv.R Terrace
Bed R

Ch'ren R 2B
T&Sh

【親子の就寝分離】
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柱

土台 

壁板

断熱材

柱  

間柱 
本実加工 

(a) 落し込み二重板壁の詳細 

 

(b) 落し込み二重板壁住宅の軸組アイソメ 

    

(c) 荷重実験による柱脚部の破壊状況
図３ 木造軸組住宅補強のための二重落し込み板耐力壁 

図４ 練馬区貫井での震災復興まちづくり模擬訓練 

(1) まちあるき 

(2) 復興イメージ 

(3) 仮設のいえデザインゲーム 

(4) デザインゲームの結果、作成された模型 
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被災により新たな
コミュニティ成立も

災害後の人間関係に
困難等

大都市市民は元々
地縁コミュニティ無し

震災後に地縁
コミュニティ成立？

集合住宅：意思決定過
程でコミュニティ成立

被災により
コミュニティ喪失

地区ごとの復興で
コミュニティ崩壊回避

現代社会は地縁以外の
ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾐｭﾆﾃｨ

企業ｺﾐｭﾆﾃｨの支援は
今後期待できない？

疎開計画の
あり方

コミュニティ

技術面の
判断基準なし

集合住宅の建替で
仮設住宅需要増

環境条件をふまえた
戦略的判断の方法

補修可能な住宅等も
解体・撤去

木造住宅の補修方法
（他研究あり）

補修体制の整備
補修するための
大工等が不足

大工（職人）数の
減少

解体費の公費負担

全壊判定が
不明確

全壊判定が有利
（支援大）

集合住宅：建替・補修
判断が困難・長期化

財産価値の判断も
必要

日常の管理組合の
活動程度が影響

各種専門家による
アドバイス組織

事前の
組織化が必要

被災度認定等の
専門要員

応急危険度判定は
（集合住宅では）不要

被災直後に多くの
調査が入り混乱

緑紙には避難者抑制の
効果あり

専門家の効率的活用
→被災調査と一元化

集合住宅の死亡診断書
を出す仕組みが必要

被害調査費用を
支援する仕組みが必要供給量の変化等で

資産価値が変化

応急危険度判定結果の
他調査への活用

全壊・半壊とは異なる
技術的評価の用語

補修に手厚い支援の
仕組みが必要

被害認定基準が
不徹底

解体費の公費負担は
やめたい

被災建物の補修促進

行政がすべて支援
→被災者の自立阻害

仮設住宅の
供給力不足

木造仮設住宅
の可能性

民間賃貸の借上が
被災者自力確保を阻害

仮設住宅立地が
需要にマッチせず

戸建て型仮設住宅
建築制限との関係
（街区整備困難？）

民間賃貸等の
借り上げ

被災地内の
仮設住宅用地不足

応急仮設住宅の
民地借り上げ建設

仮住まいのあり方
全体として考える必要

自立仮設住宅

仮設市街地

環境（資源）問題
としての仮設の是非 旧住宅の基礎を活用し

仮設、後に改修

事業用仮設などの
活用

道路上等の
仮設住宅建設の可能性

仮設住宅でも
防災考慮が必要

仮設住宅に対する
大量・多様な需要

多様な仮住まい

解体建物の
部材活用

どの時点のものまで
災害廃棄物か？

今後はRC建物の建替
え・がれき処理が問題

大量の廃棄物発生、
分別不徹底

災害廃棄物

各種支援制度、
復旧･復興DB

「ここに住む」人の
個別事情に配慮要

被災者カルテを
つくるべき

One Stop Center的
仕組み（登録式）

個人情報は
目的外使用不可

災害万能とする
仕組みは疑問

個別ニーズと
多様な支援の
マッチング

集合住宅の修繕費積立
に災害積立を加算

管理組合決議で
地震保険に加入

再建助成金だけでなく
耐震補強と組合せ要

全員加入が前提の
共済制度は徴収が困難

任意加入では
逆選択のおそれ

事前対策と
事後対策とのバランス

建物寿命と地震発生確
率の比較考量が必要

適正な財源配分の
シミュレーション

予防補強で全壊防止、
補修して居住継続

大都市では多くの
集合住宅が被災

共済制度等の
再建支援策

事前の自助努力を
阻害するおそれ

住宅再建支援と
事前(被害防止)対策

既存住宅の維持管理
が向上しない

中古住宅市場が
未成熟(とくに戸建)

世代交代時の建替・リ
フォームが補強好機

築年数と建替え順序
は必ずしも対応せず

マンション市場での
安全価値の低さ

住宅に対するより
強い法的制約

「住宅≠私有財産」
という考え方

住宅資産(中古住宅)の
検定・評価制度

売却意思のない住宅の
改善方法

今後はS56年以降の
建物も問題化

既存建物の維持管理
・補強（事前(被害防止)対策）

復興事業投資が
地元経済に落ちない

グローバル化
・自由化

間接被害と経済復興
経済的な間接被害
の把握ができない

間接被害の
算定方法

間接被害者の
救済策

復旧・復興の
全体像のあり方

激甚法は公共施設のみ
→全体復興の妨げも

復旧・復興法の
策定

経済成長を
前提としない仕組み

仮設住宅と恒久住宅の
つながり

復旧・復興法
既存事業手法は
経済成長が前提

今後は被災地ゴースト
タウン化のおそれも

所管官庁別の対策に
連続性が欠ける

復興目標の
設定方法

復興計画の
作成主体は誰か

復興と経済動向との
切り分け困難

「借金で再建」は
復興と言えるか

何をもって
「復興完了」と言うか

住再建だけでなく、
自立生活全体の回復

復興計画・
　復興目標

復興すごろく図集

復興計画も一般市民
の理解・納得が必要

復興ワークショップ

市民の
理解

大大特IV「復旧・復興」研究連絡会

キーフレーズ・マップ

凡例

現状の問題点

今後の方向性

図１　研究連絡会における議論のキーフレーズ・マップ図５ 「3.3 復旧・復興」研究連絡会における議論を基にしたキーフレーズ・マップ 
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はじめに 
 
文部科学省は「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」、「ナノテクノロジー・材料」、「防

災」の５分野について、あらかじめ課題等を設定し、実施する機関を選定して研究開発を委

託する事業を２００２年度から開始しました。これらの委託事業は「新世紀重点研究創世プラ

ン～リサーチ・レボリューション・２００２（ＲＲ２００２）～」と呼ばれています。ＲＲ２００２の「防災」

分野の研究開発委託事業が「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」（通称：大大特）です。 
 
大大特は、首都圏や京阪神などの大都市圏において、大地震が発生した際の人的・

物的被害を大幅に軽減するための科学的・技術基盤を確立することを目的としていま

す。この目的を達成するために、理学・工学・社会学など幅広い分野の研究者・技術

者の総力を結集し、下記課題に平成１４年度から５ヵ年計画で取り組んでいます。 
 

Ⅰ 地震動（強い揺れ）の予測 「大都市圏地殻構造調査研究」 

１． 大深度弾性波探査 

２． 大規模ボーリング調査 

３． 断層モデル等の構築 

 

Ⅱ 耐震性の飛躍的向上 「震動台活用による耐震性向上研究」 

１． 実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）の運用体制整備 

２． 鉄筋コンクリート建物実験 

３． 地盤･基礎実験 

４． 木造建物実験 

５． 高精度加振制御技術の開発 

６． 三次元地震動データベースの整備 

 

Ⅲ 被災者救助等の災害対応戦略の最適化 「災害対応戦略研究」 

１． 震災総合シミュレーションシステムの開発 

２． 大都市特性を反映する先端的な災害シミュレーションの技術の開発 

３． 巨大地震・津波による太平洋沿岸巨大連担都市圏の総合的対応シミュレーションと 

その活用手法の開発 

４． レスキューロボット等次世代防災基盤技術の開発 

 

Ⅳ 地震防災対策への反映 

１． 事前対策に関する研究 

２． 災害情報に関する研究 

３． 復旧・復興に関する研究 
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 本報告書は、「大都市大震災軽減化特別プロジェクト、Ⅳ 地震防災対策への反映」に関

する平成１５年度の実施内容とその成果を取りまとめたものです。 
 
平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は、さまざまな側面において従来の防災対策

の盲点を露呈し、今後の都市防災のあり方に問題を投げかけるものでした。なかでも、地震

直後の約５，５００人の死者のうち９割が犠牲になった要因は、全半壊２０万棟、全壊１０万棟

にのぼった膨大な数の建物倒壊による圧死でした。そのため、大震災時の人的被害の軽減

のための最も有効な方策の一つは、耐震性に劣る建物等の耐震補強と、耐震診断・耐震補

強を推進するための制度の構築にあると考えられています。 
 
阪神・淡路大震災においてもうひとつ注目されたのは、地震時の情報課題でした。阪神・

淡路大震災以降、リスクマネジメントの一環として、ＩＴを活用した災害情報システムには著し

い改善がありましたが、まだ多くの課題が残っています。発災期・避難誘導期・避難生活期

など時系列で変化する行政や市民の情報ニーズに即して、災害情報をいかに迅速かつ確

実に収集・加工・伝達するかが大きな課題の一つとなっています。また、地震の P 波と S 波
の伝播速度の差を利用して、地震の主要動到達以前に防災対策を行う新しい試み（文部科

学省：高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト； 気象庁：ナウキャスト）も各方面から

実用化が期待されている課題の一つです。 
 
また、阪神・淡路大震災によって、我が国では、初めて近代的な大都市における大震災

からの復旧・復興プロセスを経験しました。多くの関係者の努力により、さまざまな新たな法

制度や政策が打ち出されました。阪神･淡路大震災から９年余りが経過した今、阪神・淡路

大震災からの復旧・復興プロセスを真摯に検証し、準備期→緊急対応期→応急復旧期→

復興期という時間軸を念頭において、各種政策・施策の有効性向上と体系化を図ることが

必要とされています。 
 
「大都市大震災軽減化特別プロジェクト、Ⅳ 地震防災対策への反映」は、以上述べた

「事前対策」、「災害情報」、「復旧・復興」の３つの課題について、さまざまな側面から研究開

発を実施し、その成果を国や自治体の防災対策に活用することを目的としています。いずれ

も、工学研究の側面、制度・政策研究の側面、人間心理や社会心理研究の側面をもってお

り、自然科学と人文・社会科学の連携によってこそ、価値ある研究成果が生まれるという観点

から、きわめて学際的な組織編制によって研究を実施しています。 

 


